
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2025 年 11 月 1 日 
越前たけふ農業協同組合 

 

お客さま本位の業務運営に関する取組方針 
 
 
 

 ＪＡグループは、食と農を基軸として地域に根ざした協同組合として、助け合い

の精神のもとに、持続可能な農業と豊かで暮らしやすい地域社会の実現を理念とし

て掲げています。 
 越前たけふ農業協同組合（以下「当組合」といいます。）は、地域の皆様方の目

線に立った、地域密着型のＪＡを目指すとの経営理念のもと、2017 年 3 月に金融

庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択するとともに、組合

員・利用者の皆さまの安定的な資産形成や人と財産を保障し、豊かで安心できる社

会を目指します。さらには、積極的に地域社会へ貢献する活動を展開するため、以

下の取組方針を制定いたしました。 
 今後、本方針に基づく取組みの状況を定期的に公表するとともに、よりお客さま

本位の業務運営を実現するため本方針を必要に応じて見直してまいります。 
 
注）共済事業は、当組合と全国共済農業協同組合連合会（以下、ＪＡ共済連）が、

共同で事業運営しています。ＪＡ共済連の「組合員・利用者本位の業務運営に

関する取組方針等」は、ＪＡ共済連のホームページをご参照ください。 
  また、損害保険ジャパン㈱・ＳＯＭＰＯひまわり生命保険㈱の「お客さま本位

の業務運営方針」は、各社のホームページをご参照ください。 
  【原則 1 本文、原則 6（注 6、7）】 
   
 
１．お客さまへの最良・最適な商品・サービスの提供 
（１）金融商品 

お客さまに提供する金融商品は、農林中央金庫において選定された「ＪＡバン

クセレクトファンド」の中から、当組合が適切性を審査したうえで選定しま

す。また、お客様の最善の利益を実現するために、商品・サービスの販売状況

やそれらに係るお客様の属性等の情報を、JA バンク全体として投資運用会社

に提供するなど情報連携を行います。 
当組合は金融商品の組成に携わっておらず、選定にあたっては、特定の投資

運用会社に偏ることなく、社会情勢や手数料の水準等も踏まえたうえで、お

客さまの多様なニーズにお応えできるか審査を行います。 



 なお、ＪＡバンクセレクトファンドは、農林中央金庫において主に以下①～

⑤の基準をもとに選定しており、JA バンク全体では商品の新規導入の際

には、当該商品を組成する投資運用会社において、プロダクトガバナンス

の実効性が確保されていることを確認するほか、選定にあたっては外部有

識者の知見も踏まえ検討し、定期的な各商品の運用実績などのモニタリン

グも行っています。 
①長期投資 将来の備えに向けて、「長期投資」を前提とした投資信託であ

ること（いわゆるテーマ型ファンドではないこと） 
②手数料 手数料が良心的な水準であること 
③運用実績 過去の運用実績が相対的に良好であること 
④将来性 これから将来に向けて資産を築いていく資産形成層に向けては 
過度に分配金を捻出する投資信託ではないこと 

⑤運用体制 運用体制について、外部機関の評価を得ていること 
  【原則 2 本文および（注）、原則 3（注）、原則 6 本文および（注 2、3、6、7）、補充

原則 1～5 本文および（注）】 
 

（２）共済・保険の仕組み・サービス 

   組合員・利用者の皆さまが不安なく暮らせるよう、生活全般に潜むリスクに

対して安心して備えられるよう最適な共済及び保険の商品・サービスを提供

します。 

   ・投資性商品の提供について 

    投資性商品である変額保険については、市場リスクやお客様に負担してい

ただく費用等に関わる情報をお客様へ提供します。提案の際には、お客様の

ご意向把握・確認に加え、商品・サービスの複雑さやリスクの度合いを総合

的に勘案し、お客様の理解度と商品性に応じて、誤解を招くことのないよう

わかりやすい情報提供に取り組みます。また、その特性を踏まえ、お客様に

とって最適なものであるかどうかを慎重に検討し、場合によっては、当組合

からの提案を差し控えさせていただく場合もございます。 

    なお、当組合は投資性金融商品の組成に携わっておりません。プロダクト

ガバナンスの確保においては、ＳＯＭＰＯひまわり生命保険㈱にて行われて

いることを確認しています。 

   【原則 2 本文および（注）、原則 3（注）、原則 6 本文および（注 2、3、6、7）、補充

原則 1～5 本文および（注）】 
 
 
２．お客さま本位のご提案と情報提供 
（１）信用の事業活動 

①金融商品のご提案時には、資産運用ガイダンス等各種資料を活用し、お客さ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

まの金融知識・経験・財産、ニーズや目的に合わせて、リアルタイムな情報

の提供を行い、お客さまにあった商品をご提案し、属性・適合性を判断した

うえで販売します。特に、ご高齢のお客さまとのお取引の際には、役席者同

席のもと厳格な適合性判定を実施します。 
  ②お客さまの投資判断に資するよう、商品のリスク特性・手数料等の重要な事

項について、各種資料を活用して分かりやすくご説明するとともに、お客さ

まと対話することで、ニーズにあった商品をご提案します。 
ご投資後も、定期的な運用状況の報告や月間マーケットレター等による市場

動向などの必要な情報を継続的にご提供し、アフターフォローに努めます。 
  ③お客さまにご負担いただく手数料について、ＪＡセレクトファンドマップ等

を活用して、お客さまの投資判断に資するように、丁寧かつ分かりやすい説

明に努めます。 
   【原則 2 本文および（注）、原則 4、原則 5 本文および（注 1～5）、原則 6 本文お

よび（注 1、2、3、4、5、6、7）】 
 

（２）共済・保険の事業活動 

  ①商品の提供を行う際には、組合員・利用者の年齢や性別、家族状況などに応

じ、各種公的保険制度等にかかる情報提供を行い、一人ひとりの加入目的・

ライフプラン等に応じた、最適な保障・サービスをご提案します。 

  ②組合員・利用者の皆さまに満足いただける商品を提供するため、共済商品に

はないものを損保ジャパン・SOMPO ひまわり生命を取扱うことにより補い、組

合員・利用者のあらゆるニーズにお応えできる商品をご提案します。 

  ③保障の加入にあたっては、組合員・利用者の皆さまのご意向を的確に把握・

確認し、真のご理解につながるよう、商品内容やリスク内容等の重要な情報

について分かりやすく説明します。 

    また、投資性商品である変額保険については、投資リスク（市場リスク等）

やお客様にご負担いただく費用に関する情報提供を行います。提案の際には、

適正な意向把握・適合性の確認に加え、お客様の重要事項の理解度を確認し

ます。内容等について、募集人以外の第三者（確認コールセンター職員）に

よる投資性商品における重要事項をご理解いただいているか確認していま

す。 

  ④70 歳以上のご高齢の組合員・利用者の皆さまに対しては、より丁寧に分かり

やすくご説明し、ご家族も含めて十分ご納得、ご満足いただけるようにご契

約時にはご家族の同席等を徹底し、ご同席いただけない場合、渉外者等から

ご親族への電話や訪問を通じて、ご加入の意向やご契約内容を再度説明する

など、きめ細やかな対応に努めています。 

  ⑤各種手続きの実施にあたっては、組合員・利用者の皆さまに分かりやすいご

説明を心がけるとともに、日々の接点を通じてより安心いただけるアフター

フォローを実施します。 

 

 



 ⑥保障の加入にあたり、共済・保険の掛金の他に組合員・利用者の皆さまにご

負担いただく手数料等はございません。 

⑦豊かで明るい「人生 100 年時代」に貢献するため、組合員・利用者の健康応

援活動に積極的に取組んでいます。 

【原則 2 本文および（注）、原則 4、原則 5 本文および（注 1～5）、原則 6 本文および

（注 1、2、3、4、5、6、7）】 

 
３．利益相反の適切な管理 
（１）金融商品については、お客さまへの商品選定や情報提供にあたり、お客さ

まの利益を不当に害することがないように、「利益相反管理方針」に基づき

適切に管理します。 
金融商品の販売・推奨における利益相反が生じやすい場面において、重要情

報シート等により利益相反が生じる可能性等を具体的にお客様へご説明しま

す。 
 
（２）共済・保険の仕組みについては、組合員・利用者の皆さまの商品選定、保

障提案にかかる情報提供にあたり、共済及び保険の仕組みの提案・契約等

において、組合員・利用者の皆さまの利益を不当に害することがないよう

に、「利益相反管理方針」等を定め、本方針等に基づき適切に管理いたしま

す。 
【原則 3 本文および（注）】 

 
４．お客さま本位の業務運営を実現するための人材の育成と態勢の構築 
（１）研修による指導や資格取得の推進を通じて高度な専門性を有し誠実・公正な

業務を行うとともに、お客様に信頼される人材を育成し、お客さま本位の業

務運営を実現するための態勢を構築します。 
（２）「ＪＡコンサルティングセンター」にて、組合員・利用者の皆さまの相談に

対応するため専門の士業者や職員を配置して、様々な疑問や問題に対応して

います。 

   また、組合員・利用者の皆さまからいただいた「声（お問い合わせ・ご相談、

ご要望、苦情など）」を活かした業務運営に努めます。 
【原則 2 本文および（注）、原則 6（注 5）、原則 7 本文および（注）】 

 
（※）上記の原則および注番号は、金融庁が公表している「顧客本位の業務運営に関する

原則」（2024 年 9 月改訂）との対応を示しています。 
 
 



 附則 

1.この方針は、2019 年 10 月 1 日から実施する。 
2. この方針の変更は、2021 年 12 月 1 日から施行する。 
3.この方針の変更は、2022 年 9 月 1 日から施行する。 
4.この方針の変更は、2023 年 12 月 1 日から施行する。 
5.この方針の変更は、2025 年 11 月 1 日から施行する。 

以上 
 


